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3. サービスの通信の「仕事」

──私たちが日々利用している身近なサービス──

インターネットサービスプロバイダ
（日本ネットワークイネイブラー株式会社）

石田慶樹

日本のインターネットにおける IPv6 の普及と
IPoE 方式の果たした役割

The Role of IPoE for Deploying IPv6 in JAPAN

は じ め に

筆者は 2016 年 6 月から日本ネットワークイネイブ
ラー株式会社（以下，JPNE と略す．）の代表取締役を
務めており，それ以前は 2006 年 12 月から日本インター
ネットエクスチェンジ株式会社（以下，JPIX と略す．）
に在籍していた．両社ともインターネットの重要な役割
を担う会社である．本稿においては，主に JPNE で
行ってきた事項について紹介する．筆者はインターネッ
トのれい明期から構築運用に関わり，社会基盤となって
いく過程に立ち会ってきた．
JPIX は 1997 年に設立された日本初の商用のインター

ネットエクスチェンジ（以下，IX と略す．）である．
IX はインターネット関連の事業者のルータ同士の相互
接続のためにデータリンク層での接続性を提供し，また
事業者間の相互接続を推進する役割を果たす．JPIX は
複数の通信事業者及びインターネットサービスプロバイ
ダ（以下，ISP と略す．）の出資により設立され，直近
の JPIX への加入者数は 190 事業者近くとなる．
JPNE は 2010 年に設立され，3．で説明する IPoE 方式

による IPv6 ローミングサービスを ISP に提供する．こ
こで言うローミングサービスとは，事業者間の提携によ
り，提供外サービスを利用者に対して利用可能にするも
のであり，インターネットにおいては利用者のインター
ネットへの接続性の全部あるいは一部を担うのがローミ
ング事業者であり，個々の利用者の管理やサポートは
ISP が行う．

インターネット事業者の仕事
──JPNEの設立と沿革──

2007 年頃から NTT 東日本／NTT 西日本（以下，
NTT 東西と略す．）により提供されていた FTTH アク
セス網である NTT-NGN において，2008 年 4 月から，
IPv6 によるインターネット接続の実現方式についての
検討が開始された．NTT-NGN はインターネットとは
直接接続できない IPv6 の閉域網として構築されていた
が，制度上の理由によりNTT東西自らがインターネッ
ト接続を提供することができないことから，複数の
IPv6 インターネットへの接続方式が総務省の研究会に
おいて提案・議論された．この結果 2009 年 8 月に IPv4
と同様の方式である PPPoE 方式と，新たに IPoE 方式
が認可されることとなった．この検討にあたり，大手
ISP の一部と JPIX も含む商用 IX3 者が比較的中立な立
場から議論に加わった．この延長線上で，IPoE 方式に
よる IPv6 インターネット接続を用いて ISP に対しロー
ミングサービスとして提供することを目的として，
JPIX を母体として通信事業者と ISP 6 社の出資により
2010 年 8 月に JPNEが設立された．
筆者は設立時からしばらくの間は株主である JPIX の
立場から JPNE の事業運営に関与していた．当初 IPv6
の普及が余り進まなかったことにより，利用が拡大せず
に JPNE は苦戦した．このため，v6 プラス(注1)と名付け
た IPv4 への接続可能なサービスを 2013 年に開始する
ことで徐々に利用者が増加した．また 2015 年から開始
された NTT 東西による光コラボレーションにより
IPv6 や IPoE 方式の利用者数が急激に増加することとな
り，利用が一挙に拡大していった．この事情については
4．で改めて述べる．
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(注 1) 「v6 プラス」は日本ネットワークイネイブラー株式会社の登録
商標．



図 1 PPPoE 方式（トンネル方式）と IPoE 方式（ネイティブ方式） 情報通信行政・郵政行政審議会（第 12 回）平成 21 年 8 月 6 日．
東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の認可（NGN の IPv6 インター
ネット接続に係る接続約款の措置）について【諮問 3013 号】．

IPv6 IPoE 方式の概要と IPv4 over IPv6
の提供

3.1 IPoE 方式
図 1 に総務省により認可された PPPoE 方式（トンネ

ル方式）と IPoE 方式（ネイティブ方式）の模式図を示
す．IPoE 方式は PPPoE 方式との対比上のために付け
られた名前という側面を持つ．基本的にはイーサネット
上で IP（IPv6）を伝送しているものであり，一般的な
IPv6 のフレーム形式となる．それに対して，PPPoE は
ポイントツーポイントリンクをイーサネット上でエミュ
レートするために考案された技術であり，本来であれば
こちらの方がイーサネットの利用においては一般的とは
言えないが，日本に限らずイーサネット上で利用者の認
証を伴う収容を行うための技術として IPv4 において広
く利用されてきたことを背景として IPv6 にも適用した
ものが IPv6 における PPPoE となる．
これに対して，IPoE 方式は純粋にイーサネット上に
IPv6 を伝送するものであるが，NTT-NGN における
IPoE 方式は日本独自の機能も存在する．利用者に割り
当てされている IPv6 アドレスを持つパケットがそのま
ま IPv6 インターネットに転送できれば特に解決すべき
技術的課題はない．しかし，日本においてはNTT東西
の IPv6 をそのまま IPv6 インターネットに接続するこ

とは制度上不可であるため，IPv6 インターネット接続
は ISP 等の他事業者が行う必要がある．しかも独占を
避けるためにはこの事業者は複数存在しなければならな
い．このため事業者（複数）の IPv6 アドレスを NTT-
NGN 網内の各事業者の顧客である利用者に割り当て，
そのアドレスが送信元となるパケットについては該当す
る事業者に振り向ける必要が生じる．すなわち，ソース
ルーチングによりパケット転送を行わなければならな
い．この機能を有しているのが IPoE 方式となる．これ
について，論文となっているものは非常に少ないが，最
新状況を含めて参照可能な文書としては文献(1)
（Web でも公開されている(2)）がある．
IPoE 方式の開始時，技術的制約により接続可能な事

業者数は 3者に限定されており，利用者への直接提供で
はなく ISP へ卸提供することが接続事業者の要件と
なった．3 者制限は NTT-NGN 網内において故障時に
迂回終了までの時間がサービスに影響を与えないように
するために設けられたものであった．その後，技術的な
見直しが行われたことで，2012 年からは接続可能な事
業者数は 16 者まで拡大している．16 者制限は利用者を
収容するルータの設定に必要なリソースの限界によるも
のであり，この制限を緩和するためには網設計の根本的
な見直しが必要となる．2019 年 6 月において IPoE 方式
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図 2 IPv4 over IPv6（4over6）の実現形態

による接続事業者数は当初の 3 者に加えて 5 者増加し，
計 8者が接続完了か接続準備中となっている．これら事
業者を IPoE 接続事業者あるいは VNE（Virtual Net-
work Enabler）と呼ぶ．

3.2 IPv4 over IPv6
IPv6 への普及が進まないことと，今後 IPv6 上での
IPv4 の提供が必要になることから，移行技術として
IPv4 over IPv6（以下，4over6 と略す．）の検討が様々
なところで進んだ．最初に提案された方式は 2008 年の
Dual Stack Lite（DS-Lite)(3)である．その後，4over6 の
方式としては，複数の提案が行われた結果，標準化若し
くは参照可能なものとして文書化された方式は，大きく
分けると 5方式存在することになった．各方式の特徴を
模式的に示したものを図 2 に示す．具体的には IPv4 パ
ケットを，カプセル化するかアドレス変換するか，中央
装置側で状態を持つか持たないかで計 4通りとなる．各
方式は各々利害得失があり，提供主体や形態に関する拘
束条件に応じて適した方式が異なるため，実サービスと
して提供済みの 4over6 も複数が併存している．各方式
が個々に実装を必要とすることから関係する全ての当事
者の負担となっているのも事実である．
JPNE においては，回線を終端し利用者のデバイスを

収容するカスタマエッジ装置（Customer Premises
Equipment，以下 CPE と略す．）に関与できることや，
中央装置での速度と規模適応性のメリットを重視して
IPv4 パケットをカプセル化し IPv6 アドレスに IPv4 ア
ドレスとポートの情報を埋め込む MAP-E 方式（図 2
内右上）を採用した．4over6 の提供のためには，中央
装置の用意，CPE への 4over6 機能の実装，及び CPE
での設定が必要となる．CPE の設定を利用者に実行さ
せるのではなく，プロビジョニング（開通作業）のプロ
セスに含めることにより，4over6 の自動開通が可能に
なる．MAP-E を採用しかつ IPv6 による通信を利用し
たプロビジョニングのための機能を含むものが「v6 プ
ラス」となる．各 VNE も個々の判断で 4over6 の方式
を選択している．

IPv6 の普及と拡大

IPv6 は 1995 年に仕様に関する最初の RFC(4)が発行
され，既に 20 年以上経過しているが，十分に利用が進
んだとは言えない．このような環境の中で，NTT-NGN
における IPv6 インターネット接続の対応について，
PPPoE 方式は 2011 年 6 月，IPoE 方式は同年 7 月に開
始されている．開始当初しばらくは実際に利用者数は
徐々にしか伸びなかった．その事態が大きく変わったの
は 2015 年に NTT 東西により光コラボレーションが開
始されたことによる．光コラボレーションとは，それま
でアクセス回線とインターネット接続が別契約であった
ものが，NTT 東西が事業者に光回線を卸提供すること
により，事業者から一体提供できるようにした仕組みで
あり，NTT 東西から事業者に対して光回線の転用が行
われる．この際にオプションとなっている IPv6 サービ
スも同時申込できることで，転用回線の増加に併せて
IPv6 サービスも増加することとなる．図 3 に NTT-
NGN における光コラボレーション回線数と IPv6 回線
数を比較したグラフを示す．2015 年までは IPv6 化率は
数 %で推移していたが，光コラボレーションが開始さ
れた以降に急激に拡大している．
これと同時期に PPPoE による IPv4 インターネット
接続において夜間帯のふくそうが目立つようになった．
これは，PPPoE の終端装置の増設が一定の基準に従っ
て行われていたものが，1 利用者当りのトラヒック増に
より，現実との不整合が発生したことによる．しかもこ
の基準については制度の中で定められたもので，速やか
に変更できるというものではないため，ふくそうが緩和
されるまでに年単位での時間を要している．
この性能劣化を回避するために注目を浴びたのが
IPoE 方式と IPv6 である．これは，グローバルな事業者
が積極的に IPv6 を進めて，中でも Google と配下の
YouTube が戦略的に IPv6 対応を行ったため，IPv6 を
利用すると YouTube の動画像が画質劣化なく視聴でき
るという評判が広がり，それを聞いた利用者が積極的に
乗り換えた．更に，VNEの 4over6 でも同等品質が得ら
れるために，IPv4 においてもふくそうが発生していな
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図 3 NTT-NGN における光コラボレーション回線数と IPv6 回線数 NTT 東西及び IPv6 普及・高度化推進協議会の
公開情報から筆者作成．

いとの評判が広がった．これにより，IPoE 方式の利用
者すなわち IPv6 接続可能な利用者が大幅に増大した．
IPv6 の普及が当初の想定とは異なる形で進み始めた

が，未来の予測は結局のところ不可能であったというこ
とにはなる．一方で十分な技術に関する予見と準備を
行っておくことで，社会基盤の安定的提供が継続できて
いるということに大きな面白みがある．

コンテンツの IPv6 化のための新たな試み

ここにきて，更に IPv6 の実装を進めるため，コンテン
ツの中でも国内コンテンツの IPv6 化を図る必要がある．
国内のコンテンツ事業者において，大規模コンテンツ

については内外の CDNを利用している．グローバルに
展開している有力 CDN 事業者においては IPv6 が利用
可能になっており，明示的に止めない限りは IPv4/IPv6
のデュアルでコンテンツ配信するという仕様となる．し
かし CDNを利用している大手コンテンツ事業者に確認
したところ，配信エリアの制御が IPv6 では困難である
ために配信を行っていないとのことであった．具体的に
は国内外の判定と，場合によって都道府県単位での判断
を IPv4 アドレスの持つ地理情報に関する属性値により
行っている．このため，同等機能を IPv6 アドレスに対
しても用意するべく，国内の IPv6 アドレス情報を有し
ているVNE とその情報を利用するコンテンツ事業者が
協力するための仕組み作りを行うこととした．
NGN IPoE 協議会(5)は，日本におけるインターネット
普及拡大，IPv6 の利用促進により，国民が利用しやす
い環境を形成し，新しい生活と産業の具現化を目指すた
めに，2018 年 3 月に VNEにより設立された業界団体で
ある．この活動の一環として，VNE とコンテンツ側で
IPv6 における地理情報の共有のために，2019 年 4 月に
「IPv6 地理情報共有ワーキンググループ」が発足し
た(6)．これは，重要な課題を解決するという積極的な目的

のために必要な調査を行った上で協力者を募り仕組み作
りを行ったものであり，やりがいを感じる活動となる．

お わ り に

インターネットはしばらく前から社会基盤となってお
り，また市場としても十分に成熟したものとなってい
る．純粋な技術として改善や向上はあるにせよ，革新は
なくなりつつあるようにも見える．しかし，その中でも
次々と新たな課題は発生し続けており，解決のために
様々な取組みを行う必要がある．そのような機会におい
ては，当たり前のことではあるが，関連する情報を収集
した上で，方向性を決定し，適切な協力者を募った上で
何らかの仕組みを構築し，課題にあたらなければならな
い．安定化を求められ続けている情報通信インフラの提
供においても，このような機会はまだまだ少なからず存
在していると筆者は考えている．

文 献
(1) 日本ネットワークインフォメーションセンター．“インターネッ

ト 10 分講座 IPv6 における PPPoE 方式と IPoE 方式とは，”
JPNIC newsletter : for JPNIC members, no. 70, pp. 28-31, Nov. 2018．

(2) https://www.nic.ad.jp/ja/newsletter/No70/0800.html

(3) RFC6333

(4) RFC1883

(5) https://ipoe-c.jp/
(6) https://ipoe-c.jp/__assets__/pdf/20190424.pdf

（2019 年 8 月 1 日受付 2019 年 9 月 3 日最終受付）

石
いし

田
だ

慶
よし

樹
き

1988 東大大学院修士課程修了後，同大学助
手，九大講師を経て，1998 メディアエクス
チェンジ株式会社入社．(株)パワードコム，
KDDI 株式会社を経て，2007-03 日本インター
ネットエクスチェンジ株式会社代表取締役社
長，2016 年 6 月現職．博士（工学）．

電子情報通信学会誌 Vol. 103, No. 2, 別冊, 2020232


